
新地方公会計制度に基づく財務４表

１．新地方公会計制度について

吉富町では、これまで総務省の「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研

究会報告書」に示された作成マニュアルに基づきバランスシートを作成してきました。

一方で、地方公共団体の公会計改革及び資産・債務改革に関して、「地方公共団体

における行政改革の更なる推進のための指針の策定について」（平成18年8月）により、

原則として国の作成基準に準じた財務４表の整備を要請されています。

そこで、本町においても、平成２２年度から、上記両報告書に示された２つの作成モデ

ルのうち、従来作成してきた財務諸表（バランスシート）の改訂版である「総務省方式改

訂モデル」に基づき、普通会計に係る財務４表を作成しているところです。

なお、今回公表する財務４表は、平成２１年度決算に係るものです。

２．財務４表の説明

『その１』貸借対照表（バランスシート）

吉富町がどれほどの資産や債務を有するかについての情報を示すものです。

「資産の部」、「負債の部」および「純資産の部」から構成され、地方公共団体が住民サー

ビスを提供するために保有する財産（「資産の部」）と、その資産をどのような財源（「負債

の部」、「純資産の部」）で調達したのかを対照的に示しています。

『その２』行政コスト計算書

吉富町の一会計期間における経常的な活動に伴うコストと、使用料・手数料などその

行政サービスの直接の対価として得られた収入を示しています。

『その３』純資産変動計算書

吉富町の純資産、すなわち資産から負債を差し引いた残余が、一会計期間にどのよう

に増減したかを示しています。

『その４』資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

資金の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（経常的収支、公共資産整備収支、

投資・財務的収支）に分けて示しています。





財務４表の解析

１．貸借対照表（バランスシート）について～

吉富町がどれほどの資産や債務を有するかについての情報を示すものです。

「資産の部」、「負債の部」および「純資産の部」から構成され、地方公共団体が住民サービスを提

供するために保有する財産（「資産の部」）と、その資産をどのような財源（「負債の部」、「純資産の

部」）で調達したのかを対照的に示しています。

貸借対照表の分析から以下の点が明らかになります。

・次世代に引き継ぐ資産はいくらあるのか？

・その財源（負担者）はどうなっているのか？

・次世代の負担となる借金残高は？

（解析）

平成２１年度末の総資産額は１２，５２２，４２３千円となっています。このうち、公共

資産（土地や建物など）は、９，６７３，０１２千円（７７．２％）、投資等（投資及び出

資金、特定目的基金、長期延滞債権等）は１，４３９，０２３千円（１１．５％）、流動資

産（財政調整基金及び減債基金、歳計現金、地方税等の未収金）は１，４１０，３８８千円

（１１．３％）となっています。

これらの資産の財源は、負債（地方債、退職手当・賞与引当金等）と、純資産（公共資産

を整備した際の国県補助金等及び一般財源、その他一般財源）によって賄われています。

その内訳は、負債が２，５２０，５１９千円（２０．１％）、純資産が１０，００１，９

０４千円（７９．９％）となっています。

２．行政コスト計算書について～

吉富町の一会計期間における経常的な活動に伴うコストと、使用料・手数料などその行政サービ

スの直接の対価として得られた収入を示しています。

行政コスト計算書の分析により以下の点が明らかになります。

・経常的な行政サービスにかかったコストは？

・受益者負担でどの程度賄われたのか？

（解析）

経常的な行政サービスにかかったコストは２，７９８，８１８千円となっており、そのう

ち、使用料・手数料や分担金・負担金・寄附金等による経常的な収益により１１９，９９７

千円が賄われているため、差額の２，６７８，８２１千円が純経常行政コストとなっていま

す。

なかでも、福祉にかかるコストが８１８，０３５千円（主に社会保障給付、他会計等への



支出額）と、全コストの２９．２％を占めており、次いで総務が４８０，９７７千円（１７．

２％）（主に人件費等）、生活インフラ・国土保全が４０４，４８５千円（１４．５％）（主

に他会計等（下水等）への支出額）となっています。

３．資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）について～

資金の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務

的収支）に分けて示しています。

資金収支計算書の分析により以下の点が明らかになります。

・投資的経費はどのような財源で賄っているのか？

・経常的経費の負担を将来に先送りしていないか？

・年間での資金の変動要因は？

（解析）

平成２１年度の資金収支は、経常的収支の部は＋４５７，７４９千円、公共資産整備収支

の部は△２２０，２７８千円、投資・財務的収支の部は△２２０，４５１千円となっており、

合計で１６，９２０千円の剰余金が出ております。この剰余金を前年度の期末歳計現金残高

２３６，６００千円と合計すると、平成２１年度末歳計現金残高は２５３，５２０千円とな

っています。

基金については、２２５，３１０千円の取崩しに対して、１７４，６２４千円の積立てを

行っており、合計すると前年比５０，６８６千円の減額となっています。（ただし、４，１

４２千円の利息があるので、実際は４６，４４４千円の減額。

４．純資産変動計算書について～

吉富町の純資産、すなわち資産から負債を差し引いた残余が、一会計期間にどのように増減し

たかを示しています。

純資産変動計算書の分析により以下の点が明らかになります。

・当年度の行政サービスの世代間負担の状況は？

・借金以外の資産調達財源はどう変化したのか？

平成２１年度純資産の変動は、純経常行政コストとして△２，６７８，８２１千円、一般

財源（地方税、地方交付税、その他）が１，８１６，７３３千円、補助金等受入が５６３，

７７７千円、その他が△１，１０２千円となっており、合計すると△２９９，４１３千円と

なっています。前年度末の純資産と合計すると、平成２１年度末純資産は１０，００１，９

０４千円となっています。



純資産が減少した原因としては、貸借対照表中、資産の部における減価償却に伴う公共資

産評価額の減（△２０９，９２６千円）や、公共下水道基金の減少に伴う特定目的基金の減

（△５４，７１１千円）が、また、負債の部における地方債及び退職手当引当金の増（＋５

８，７３１千円）があげられます。



財務４表の分析

分析その１．社会資本形成の世代間負担比率

① 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合を見ることによって、

これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合が分かります。

社会資本形成の世代間負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100

（単位：千円）

平成 21 年度 平成 20 年度

純資産合計 (a) 10,001,904 10,301,317

公共資産合計 (b) 9,673,012 9,882,928

過去及び現世代間負担比率 (a/b) 103.4% 104.2%

上記比率の平均的な値 5 0 % ～ 9 0 %

この結果から、現在整備されている公共資産はこれまでの国・県補助金や一般財源の投入

により賄われているというより、むしろ、それを上回る純資産（基金等）があるといえます。

ただし、一概に良い状況と言い切ることはできません。公共投資はその性質に鑑み、現役

世代と将来の世代における、世代間負担の均衡を図るべきものでありますので、今後は、世

代間負担のバランスを考慮しつつ、公共投資を進めていく必要があります。

② 地方債に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負担する割合

を見ることができます。

社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100

（単位：千円）

平成 21 年度 平成 20 年度

地方債残高等合計 (a) 1,937,998 1,882,104

公共資産合計 (b) 9,673,012 9,882,928

将来世代負担比率 (a/b) 20.0% 19.0%

上記比率の平均的な値 1 5 % ～ 4 0 %

この結果から、これまでに整備された公共資産の額に対する、今後支払わなければならな

い起債等の額の割合は２０．０％であることが分かります。この数値は他団体の平均値と比



較すると、さほど大きい数値ではなく、良好な財政状況であると判断できます。また、前年

と比較すると１．０ポイント増加しておりますが、これは、公共資産の新規整備に比べ、減

価償却により減少した資産価値の額の方が大きかったことが原因であると考えられます。

分析その２．歳入額対資産比率

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何

年分の歳入が充当されたかを見ることができます。

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額

（単位：千円）

平成 21 年度 平成 20 年度

資産合計 (a) 12,522,423 12,760,841

歳入総額 (b) 3,153,370 2,877,371

歳入額対資産比率 (a/b) 4.0 4.4

上記比率の平均的な値 3 ．0 ～ 7 ．0

この結果から、平成２１年度の歳入総額に対する総資産の割合は４．０倍となっており、

すでに形成された資産に４．０年度分の歳入が充当されていることが分かります。前年と比

較すると０．４ポイント減少しておりますが、平成２１年度に駅前周辺整備事業等に着手し、

これにより国庫補助金等の歳入総額が増加したことが原因として考えられます。



分析その３．有形固定資産の行政目的別割合

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより、行政分野ごとの資産形成の比重を把握

することができます。この割合を見ることによって、これまでの吉富町の社会資本形成がど

こに重点を置いてきたかがわかります。吉富町の場合、道路等の生活インフラ等を中心に資

産形成を行ってきた結果、生活インフラ等の占める割合が一番となり、次いで、産業振興、

教育となっています。

（単位：千円）

行政目的
平成 21 年度 平成 20 年度

金額 構成比 金額 構成比

①生活インフラ等 3,296,217 34.2% 3,320,293 33.7%

②教育 2,276,272 23.6% 2,317,492 23.5%

③福祉 125,559 1.3% 132,358 1.3%

④環境衛生 124,240 1.3% 135,318 1.4%

⑤産業振興 3,256,574 33.8% 3,386,379 34.4%

⑥消防 72,915 0.8% 62,084 0.6%

⑦総務 486,405 5.0% 492,744 5.0%

有形固定資産合計 9,638,182 100.0% 9,846,668 100.0%

この結果から、本町における有形固定資産の行政目的別割合は、生活インフラ等が３４．

２％で最も大きく、次いで産業振興が３３．８％、教育が２３．６％となっていることが分

かります。前年度と比較すると、生活インフラ等と産業振興の順位が逆転しています。これ

は、平成２１年度に駅前周辺整備事業に着手したことが一因と考えられます。



分析その４．資産老朽化比率

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を計

算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体と

して把握することができます。

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）×100

（単位：千円）

平成 21 年度 平成20年度

減価償却累計額(a) 6,950,079 6,618,768

有形固定資産合計(b) 9,638,182 9,846,668

土地（ｃ） 1,626,141 1,564,821

資産老朽化比率 (a/(b-c+a))*100 46.5% 44.4%

上記比率の平均的な値 3 5 % ～ 5 0 %

この結果から、平成２１年度における資産老朽化比率は４６．５％となっており、前年比

２．１ポイント増加していることが分かります。数値だけでは一概に言えませんが、建物等

の耐久性や有効利用できているかなどを見極めながら、今後の資産管理を行う必要がありま

す。



分析その５．受益者負担比率

行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常収益

の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することが出来ます。

行政コスト計算書では目的別に受益者負担割合を算定することができます。

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100

（単位：千円）

行政目的

平成 21 年度 平成 20 年度

経常行政コスト 経常収益
受益者

負担比率
経常行政コスト 経常収益

受益者

負担比率

①生活インフラ等 404,485 9,873 2.4% 313,432 9,052 2.9%

②教育 358,969 5,749 1.6% 311,175 5,873 1.9%

③福祉 818,035 79,593 9.7% 860,363 79,386 9.2%

④環境衛生 260,105 698 0.3% 263,634 771 0.3%

⑤産業振興 256,730 883 0.3% 182,050 993 0.5%

⑥消防 122,264 0 0.0% 113,348 0 0.0%

⑦総務 480,977 3,265 0.7% 346,663 3,723 1.1%

⑧その他 97,252 0 0.0% 99,967 0 0.0%

一般財源振替額 - 19,936 - - 23,062 -

合   計 2,798,817 119,997 4.3% 2,490,632 122,860 4.9%

上記比率の平均的な値 ２ % ～ ８ %

この結果から、平成２１年度の合計受益者負担比率は、４．３％と、前年比で０．６ポイ

ント減少していることが分かります。これは、受益者負担額自体はさほど変わっていません

が、生活インフラ等や、教育、産業振興、総務などの経常行政コストが増加したことが原因

となっております。今後、適正な受益者負担を見極めながら行政運営を進めていく必要があ

ります。


